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平成23年度決算の概要と
第11次中期経営計画 「MIRAI～未来」の進捗状況
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（億円、％）

△4.6△32672実質業務純益※1

△2.1△311,483業務粗利益

前年度比
23年度

〔単体〕

増減率増減額

＋22.1＋50277法人税等合計 （△）

＋105.1＋70特別損益

△2.5△451,748経常収益

＋6.2＋36623経常利益

＋7.4＋43623税引前当期純利益

△2.0
（＋8.2）

△7
（＋29）

347
（382）

当期純利益
（法人税率引下げ要因除き）

一般貸倒引当金繰入額 (△)

基礎的業務純益※2

経 費 (△)

△90.7

－

△147.4

△98

＋7

△17

10

7

△29

うち不良債権処理額 （△）

うち貸倒引当金戻入益

うち株式等関係損益

＋62.7＋82△49臨時損益

△6.3△45672業務純益

－＋13－

△6.4△41597

＋0.1＋1811

△0.7

＋1.7

＋113.1

△30.9

＋12.6

△321.3

△9

＋2

＋3

△28

＋8

△35

1,273

148

0

62

74

△24

資金利益

役務取引等利益

特定取引利益

その他業務利益

（うち国債等債券関係損益）

（うち金融派生商品損益）

※1 実質業務純益＝業務純益＋一般貸倒引当金繰入額
※2 基礎的業務純益＝業務純益＋一般貸倒引当金繰入額－国債等債券関係損益

資金運用収益の減少（前年度比△25億円）およびその他業務
収益の減少（同 △24億円）を主因に、1,748億円（同 △45
億円）を計上

業務粗利益の減少に加え、一般貸倒引当金の戻入分（※）が、
臨時損益に計上され、672億円（前年度比 △45億円)を計上

※貸倒引当金戻入益として臨時損益に計上

株式等関係損益は悪化（前年度比△17億円）したものの、不良
債権処理額の減少（同 △98億円）等により、623億円（同＋
36億円）を計上

法人税等の税率変更の影響（前年度比＋36億円）等により、
347億円（同 △７億円)を計上

前年度比△45億円減収(４期連続)経 常 収 益

前年度比△31億円減益(２期連続)業 務 粗 利 益

前年度比△45億円減益(３期振り)業 務 純 益

前年度比＋36億円増益(３期連続)経 常 利 益

前年度比△7億円減益(３期振り)当 期 純 利 益

債券ヘッジ取引による金融派生商品損益の悪化（前年度比△35
億円）を主因にその他業務利益が減少（同 △28億円）し、
1,483億円（同 △31億円) を計上

平成23年度決算概要①



＋２．９＋１０３７２連結当期純利益

＋２１６．６＋４１２６０３包括利益

前年度比〔連結〕

増減額
23年度

増減率

連結経常利益

連結経常収益

＋７．２＋４６６８８

△１．９△３９２，０５１

前年度比増減〔連単倍率〕

１．０７倍

１．１０倍

23年度

＋０．０１倍経常利益

＋０．０５倍当期純利益

４期連続減収連 結 経 常 収 益

３期連続増益連 結 経 常 利 益

３期連続増益連 結 当 期 純 利 益

静銀経営コンサルティング㈱
静銀リース㈱
静岡コンピューターサービス㈱
静銀信用保証㈱
静銀ディーシーカード㈱
静岡キャピタル㈱
静銀ティーエム証券㈱
静銀総合サービス㈱
静銀モーゲージサービス㈱
静銀ビジネスクリエイト㈱
欧州静岡銀行

連結子会社１１社

静銀セゾンカード㈱

持分法適用関連会社１社
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（億円、％）

平成23年度決算概要②
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グループ戦略 ～連結子会社の持分比率引上げ

連結子会社の経常利益（合計）推移(10年間)

（億円）

5151

15

37

13年度 21年度 22年度 23年度

持分比率引上げによる連結決算への影響

24年度特別利益として

128億円を計上

負ののれん発生益の計上 連結当期純利益の増加 連単倍率の上昇

年間約13億円の増益効果

（23年度決算を基準に試算）

連結当期純利益の増加により、

＋0.04倍程度上昇

（23年度決算を基準に試算）

総合金融サービスの充実
・静銀ティーエム証券
・静銀経営コンサルティング など

連結子会社の経常利益（合計）は、平成13年度からの10年間で3.4倍に増加

連結子会社の持分比率引上げにより、連結決算ベースの収益力が向上

13年度から23年度の10年間で、連結子会社の
経常利益合計額は＋36億円増加（3.4倍）

グループ経営のガバナンス強化
・連結子会社の業績評価制度の導入 など

持分比率の引上げにより、連結決算ベースの収益性が向上



23年度 資金利益1,273億円（前年度比△9億円）
うち国内業務部門1,147億円（ 同 △10億円）、国際業務部門125億円（ 同 ＋1億円）

国 内 業 務 部 門

総貸出金平残の推移

預 金 等 平 残 の 推 移

（億円）

資 金 利 益 の 内 訳

（億円）

国 際 業 務 部 門

（億円）

有 価 証 券 平 残 の 推 移

（億円）

貸 出 金 平 残 の 推 移
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（％）

（％）

資金利益

１．２２

０．０６

１．５８

23年度

△０．０９

△０．０２

△０．１０

増減

０．０８預金等利回り

有価証券利回り

貸出金利回り

１．３１

１．６８

22年度

76,22575,03273,856

21年度 22年度 23年度

うち国内店 77,572
74,869 76,156

１２４

６３

１８２

１，０３９

１，１５８

１，２８２

22年度
増減

１２５

４７

１８９

１，００６

１，１４７

１，２７３

23年度

△９合 計

＋１国際業務部門

△１６〃預金等利息 （△）

＋７〃有価証券利息配当金

△３３うち貸出金利息

△１０国内業務部門

61,642 62,385
64,130

21年度 22年度 23年度

うち国内店 65,177
62,752 63,256

１．５８

23年度

＋０．０４

増減

運用・調達ﾚｰﾄ差 １．５４

22年度
15,36113,868

15,632

21年度 22年度 23年度

うち国内

19,118 17,541
19,326



1.69
1.66 1.64

1.61
1.57

1.50 1.47 1.44 1.43 1.40 1.39

1.551.58

1.37

1.97 1.95 1.92 1.89 1.87 1.84
2.00

22/9月 12月 23/3月 6月 9月 12月 24/3月

0.810.820.84
0.870.89

0.92
0.97

1.69

0.47 0.46 0.44 0.42

1.65
1.70

1.731.741.76
1.78

0.42
0.480.49

22/9月 12月 23/3月 6月 9月 12月 24/3月

３．２

４．２

７．７

１．４

１．８

３．０

４．９

６．４

平残（構成比）

（40.0）

（54.2）

（100.0）

（24.4）

（26.7）

（47.5）

（75.6）

（100.0）

０．１３

０．０２

０．０７

１．８０

０．７３

２．０３

１．５８

１．６３

利回り

（41.7）

（53.9）

（100.0）

（22.5）

（28.4）

（47.8）

（77.5）

（100.0）

定期性預金

流動預金

０．０７７．４預 金

０．０２４．０

１．９５３．０
短ﾌﾟﾗ・新長ﾌﾟﾗ
基準

市場連動

１．７１１．５固定金利

３．０

１．７

４．８

６．３

平残（構成比）

０．７０

０．１３

１．５０

１．５５

利回り

変動金利

貸出金

24年3月の預貸金利回り差は1.48％と、23年3月比 △0.08ポイント縮小

円貨貸出金・預金構成の変化

〔23年3月〕 〔24年3月〕 （兆円、％）

＋１．５６＋１．５６〔預貸利回り差〕 △0.08 ＋１．４８＋１．４８

貸出金利（月中平均）の推移

うち企業規模別法人貸出金利の推移

△０．０８△０．０８
個 人

全 体

【23年3月と24年3月の平残・利回りの単月比較】

＋０．００＋０．００ 5
※預金はNCDを含む

預貸金利回り

大･中堅企業

中小企業

大･中堅企業（ｽﾌﾟﾚｯﾄﾞ）

法 人

（％）

（％）

1.38

1.55

1.64

0.81

0.43

1.83

4月

4月



65,177
63,25662,752

44,11942,76642,411

21年度 22年度 23年度

銀行全体 うち静岡県内

＋＋1,3531,353

＋1,921
（億円）

貸出金残高(平残)の推移

26,36225,79825,561

20,27419,94220,059

21年度 22年度 23年度

銀行全体 うち静岡県内

（億円）【貸出金増減額内訳（前年度比）】

22,400
21,621

20,685

18,301
17,707

17,004

21年度 22年度 23年度

銀行全体 うち静岡県内

＋＋594594

＋779

＋＋332332

（億円）

企業規模別 貸出金残高(平残)の増減 うち中小企業向け貸出金残高(平残)の推移 うち個人向け貸出金残高(平残)の推移

＋564

23年度の貸出金残高（平残）6兆5,177億円、前年度比＋1,921億円（年率＋3.0％）

【中小企業向け貸出】
平残 2兆6,362億円
前年度比＋564億円増加（年率＋2.2％）

【個人向け貸出】
平残 2兆2,400億円
前年度比＋779億円増加（年率＋3.6％）

6

29.129.1％％

30.330.3％％ 30.230.2％％●●

●● ●●

静岡県内貸出金シェア
（末残ベース）

※ｱﾊﾟｰﾄﾛｰﾝを含む

貸出金残高（末残）6兆6,949億円
23年3月末比＋35７億円増加
うち 大･中堅企業向け貸出 ▲1,071億円

中小企業向け貸出 ＋557億円
個人向け貸出 ＋687億円

中小企業
＋564

公共
＋583

海外店 ＋176

大・中堅企業
△181

＋
１
，
９
２
１

個人
＋779

（億円）

貸出金
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法人部門の取組み①
～新規事業所取引の開拓、成長・未開拓分野への取組み

ソリューション営業 ～成長・未開拓分野への取組み～

医
療
・介
護

環
境

農
業
（フ
ー
ズ
関
連
）

静岡銀行主催のセミナー開催(23年度7回)を
通じ、情報提供・ニーズを発掘
医療分野担当者の増員(＋3名)による
体制強化(計7名体制)

環境関連の取引先ニーズへの対応
・環境格付融資、環境格付私募債
・ISOコンサルティング受託

（静銀経営コンサルティング㈱）
23年度 受託件数 33件

各種商談会への出展、販路開拓、
第6次産業化支援

（農業経営アドバイザー資格 8名取得）
静岡県農業信用基金協会と提携し、
農業者の資金ニーズへ対応

24年3月末の法人貸出取引先数は、23年3月末比＋418先増加
「成長・未開拓分野」に対して積極的に取組むとともに、適切なソリューションの提供を通じて
新たな資金需要を創出し、取引先数の増加・シェアアップに結び付ける

32,839

32,421
32,501

32,580

20年度 21年度 22年度 23年度 25年度(目標)

戦略的な人員配置(※)により、
23年3月末比＋418先を増加

(※)23年度以降、新規法人推進担当者
を＋18名増員（計33名体制）

法人貸出取引先数の推移

約1,000先

（先）

第11次中計第1０次中計

⇒23年度
医療･介護事業所向け融資額
589億円(上期259億円､下期330億円)

⇒23年度
環境関連融資額
131億円(上期68億円、下期63億円)

⇒23年度
農業（フーズ関連）関連融資額
108億円(上期36億円、下期72億円)



3,158 2,756
3,984

4,753

0

5,000

10,000

20年度 21年度 22年度 23年度

うち貿易取扱高

6,042 5,976

8,290

7,218

現地金融機関との業務提携により、アジア地域における取引先の支援体制を一層強化
充実したネットワークを活用し、取引先のさまざまなニーズにきめ細かく対応してきた結果、
融資や外国為替取引において、着実に成果へと結びついている

8

法人部門の取組み② ～アジア戦略

●

アジアにおけるネットワークの拡大

CIMBニアガ
(派遣行員2名)

ジャカルタ

新韓銀行（韓国）11月

ＣＩＭＢニアガ（インドネシア）12月

ＡＮＺベトナム（ベトナム）

りそなプルダニア銀行（インドネシア）23年4月

金融機関名提携日

23年度の業務提携先

▲CIMBﾆｱｶﾞ提携記念ﾋﾞｼﾞﾈｽ交流会
(4月30日)

23年度の取組み成果

（百万ドル）

海外進出支援先数 50社（前年度比＋33社）

⇒23年度 海外進出関連融資額 162億円
国内融資額 72億円

外国送金手続きや現地での口座開設などにきめ細かく
対応し、外為取扱高は過去最高の水準を計上

＜外国為替取引 経常取扱高推移＞

国際協力銀行（JBIC）や日本貿易機構（NEXI）の
保証機能を活用した海外向け融資案件への取組み

【静岡銀行の支援体制】
・拠 点 数 ：3拠点(支店1、事務所2)
・業務提携行 ：9行（5カ国）
・駐在行員 ：26名



15,751
16,672 17,457 18,129

18,638

19年度 20年度 21年度 22年度 23年度

県外

県内

24年3月末消費者ローン残高は、住宅ローンを中心に、2兆2,917億円（23年3月末比＋677億円）

と順調に増加

消費者ローン営業拠点の拡充や、業務プロセス改革による生産性の向上、コスト削減を通じ、

24年度以降も、引き続き消費者ローンの成長性を高めていく

9

個人部門の取組み ～消費者ローン

消費者ローン残高（末残）の推移 取 組 み 内 容

19,036

21,377

22,240
22,917

20,333

（億円）

業
務
プ
ロ
セ
ス

23年度は住宅ローン業務にかかる
処理時間を約2割削減
（第11次中計期間中に▲6割削減）

生産性の向上やコスト削減を通じて
採算性を高め、競争力を確保

20年２月
横浜ﾛｰﾝｾﾝﾀｰ開設

23年11月
厚木ﾛｰﾝｾﾝﾀｰ開設

＋＋677677

金
利

消費者ローン営業担当者における

業績評価インセンティブとして

「金利ポイント制度」を導入

23年度
住宅ローン平均新発レート

1.271％
21年6月

浜松駅南ﾛｰﾝｾﾝﾀｰ開設



74,869
77,572

76,156

65,95164,07963,357

21年度 22年度 23年度

銀行全体 静岡県内

（億円）＋＋1,1,416416

預金等残高（平残）の推移

＋＋1,8721,872

53,373
51,84851,409

49,038
47,57947,073

21年度 22年度 23年度

国内店 静岡県内

（億円）【預金等増減額内訳（前年度比）】

212
341

1,894

21年度 22年度 23年度 24年度以降

＋＋1.4591.459

（億円）

預金等残高(平残)増減額の内訳 うち個人預金等残高(平残)の推移 インターネット支店 預金残高(末残)の推移

（億円）

個人
＋1,525

金融・公金
＋32

海外店
＋223

＋
１
，
４
１
６

法人
＋119

オフショア
△483

23年度の預金等残高（平残）7兆7,572億円、前年度比＋1,416億円（年率＋1.9％）

【静岡県内預金】
平残6兆5,951億円

前年度比＋1,872億円増加（年率＋2.9％ ）

【個人預金】
平残5兆3,373億円

前年度比＋1,525億円（年率＋2.9％ ）
〔ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ支店平残 724億円（前年度比＋465億円）〕

【法人預金】
平残1兆9,679億円
前年度比＋119億円増加（年率＋0.6％ ）

〔NCD除き 前年度比＋1,009億円（年率＋6.2％）〕

＋1,525

10

預金等

23年度は「定期預金ｷｬﾝﾍﾟｰﾝ」
により、1,482億円を獲得



23年度 銀行単体の手数料収益（役務取引等利益と特定取引利益の合計額）148億円（前年度比＋6億円）

個人預り資産残高（静銀ティーエム証券含む）6兆9,356億円（23年3月末比＋3,560億円）

うち資産運用商品残高 1兆4,619億円（ 同 ＋820億円）

（億円）

37 26 33 37 45

148142157172
206

12.6%11.6%12.3%13.1%

17.3%

19年度 20年度 21年度 22年度 23年度

役務･特定取引利益
静銀ﾃｨｰｴﾑ証券

（億円）手数料収益比率
（静銀ﾃｨｰｴﾑ証券を含む）

手数料収益（銀行・静銀ﾃｨｰｴﾑ証券）

投資信託・保険販売の販売額、手数料の推移

個人預り資産（末残）の推移

11

1,222
722 780 1,000 1,084

1,013

1,099
1,2661,201

990
90

63 60 67
77

19年度 20年度 21年度 22年度 23年度

個人年金保険等

投資信託
手数料収益

2,423

1,735 1,770
2,099

51 ,221 51 ,991

54 ,736

4 ,199
3 ,863

3 ,465

5 ,453
6 ,049

7 ,106
3 ,208

3 ,385

3 ,559

1

7
7

345

353
331

144

148
160

22年3月末 23年3月末 24年3月末

（億円）

投資信託

外貨預金

１
３
，
３
５
０
億
円

譲渡性
預金

64,578

個人年金
保険

＋1,057

＋＋3,5603,560

１
３
，
７
９
９
億
円

円貨預金

＋2,745

公共債

△398

＋174

静銀ﾃｨｰ
ｴﾑ証券

69,356預金および資産運用商品
残高は順調に増加

１
４
，
６
１
９
億
円

199 190 179

＋＋820820

193

243

2,350

65,796

手数料、預り資産

(177)
(154) (145) (145) (148)

( )は役務取引等利益



△ 2

155

83

△ 13 △ 38

57

156

116

78
31

21

32

34

10

31

0.13%

0.55%

0.37%

0.004%

0.15%

うち個別貸倒引当金繰入額

うち一般貸倒引当金繰入額

与信関係費用比率

19年度 20年度 21年度 22年度 23年度

10億円以上

5億円以上10億円未満

3億円以上5億円未満

1億円以上3億円未満

1億円未満

12
※与信関係費用比率＝与信関係費用÷貸出金平残

（億円）

与信関係費用・与信関係費用比率の推移

与信関係費用

与信残高金額階層別の個別貸倒引当金新規発生額推移

与信関係費用 3億円（前年度比△93億円）、与信関係費用比率 0.004％（同△0.15ポイント）
与信関係費用の安定化を図るため、23年度中間期に続いて23年度第4四半期にもDCF法による引当を実施

108

184

140

92

343

233

96

（億円）

△２１１０３１信用保証協会負担金等

３

３１

△３８

23年度

△９３

△４７

△２５

前年度比

７８個別貸倒引当金繰入額

合計

一般貸倒引当金繰入額

９６

△１３

22年度

（億円）

※数値は合算前の金額を記載

23年度20年度 21年度 22年度

3
53

△３８計

△５４うち算定方法見直し要因

△７１貸倒実績率低下などの要因

８７DCFによる引当要因

【一般貸倒引当金繰入額内訳】

◆ DCF法導入による24年度与信費用への影響を試算

信用リスク量削減効果
EL(予想損失額)△13億円、UL(非予想損失額)△56億円

19年度

76

23年度与信関係費用の内訳



２12億円

1,331億円

146億円

2,285億円

596億円

24年3月末リスク管理債権の内訳

延滞なし
78%

延滞 22%

90億円(3.9％)

2,013億円
(88.1％)

182億円(8.0％)

2,285億円

ネットリスク管理債権

部分直接償却額

信用保証協会
保証付貸出金

担保・引当金等

ﾈｯﾄﾘｽｸ管理債権

不良債権のオフバランス化実績

２，４２５

△５９１
(△５５１)

＋７２１

２２年度 ２３年度

２，２８５リスク管理債権

△６６９
（△６０７）

オフバランス化
(うち破綻懸念先以下)

＋５２９新規発生

(億円)

リスク管理債権の総額（単体） 2,285億円 （23年3月末比 △140億円）
リスク管理債権比率 3.41％ （ 同 △0.23ポイント）
ネットリスク管理債権（単体） 212億円 （ 同 △51億円）
ネットリスク管理債権比率 0.32％ （ 同 △0.08ポイント）

3.27%
3.53% 3.64%

1.58%

2.02%

0.38% 0.42% 0.43% 0.38% 0.40% 0.36% 0.32%

3.64%3.70% 3.57%
3.41%

1.98%
1.75%

1.92%
2.02% 1.99%

20年度下期 21年度上期 21年度下期 22年度上期 22年度下期 23年度上期 23年度下期

リスク管理債権比率推移

△１４０

13

リスク管理債権のうち信用保証協会保証付貸出

ネットリスク管理債権

リスク管理債権

【破綻懸念先】
1,599億円
カバー率 90.8％

【実質破綻先】
414億円
カバー率100％

【要管理債権】
182億円
カバー率 63.8％

破綻先債権

延滞債権

3ｶ月以上延滞･
貸出条件緩和

債権

リスク管理債権

〔607億円の内訳〕

60債権売却

106本人弁済・
預金相殺

196格 上

36直接償却

209担保処分・
代位弁済



85.3% 83.8% 83.1% 84.0%

31.3% 29.8% 29.6% 28.1% 25.5% 23.0% 24.9%

107.3% 109.6% 110.9% 113.3%
109.3% 106.1% 108.9%

79.8% 81.4%
76.0%

17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度

有価証券残高 ２兆2,509億円(23年3月末比 ＋2,020億円)､有価証券評価損益1,276億円 (同 ＋244億円)

国債等債券関係損益 74 億円(前年度比 ＋ 8億円)､株式等関係損益 △29億円 ( 同 △ 17億円)

有価証券残高の推移

８８１億円９０３億円うち株式

１，２７６億円１，０３２億円有価証券評価損益

日経平均株価

５．２５年５．０３年円債平均残存期間

３．４５年２．１８年外債平均残存期間

１０，０８３．５６円９，７５５．１０円

23年3月末 24年3月末

債券平均残存期間・有価証券評価損益の推移

株式等関係損益の内訳

３０

０

１

△２９

23年度

△４５うち株式等売却益

△１１〃 株式等売却損 (△)

＋１４１６〃 株式等償却 (△)

△１７△１２株式等関係損益

22年度
増減（億円）

３

５３

１２２

６６

22年度
増減

１

３５

１１０

７４

23年度

△２〃 国債等債券償還損（△）

△１８〃 国債等債券売却損（△）

△１２うち国債等債券売却益

＋８国債等債券関係損益

（億円）

国債等債券関係損益の内訳

預貸率・預証率の推移

4,200 4,931
2,128 2,072
5,441 3,682

706 634

8,014 11,190

23年3月末 24年3月末

国債

地方債

社債

株式

その他

（億円）

〈〈国債国債〉〉
＋＋3,1763,176

+2,020+2,020

〈〈株式株式〉〉
△△5656

20,489
22,509

14

預証率預貸率

預貸率＋預証率

有価証券

社債、その他有価証券の内訳は、22ページに記載

〈〈地方地方債債〉〉
△△7272

〈〈社債社債〉〉
△△1,7591,759



３，００２

１４２

３８，００４

４１，１４８

６３３

６，６１１

７，１９９

24年

3月末

△３４３，０３６３，０２１２，９５４
ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾅﾙ･ﾘｽｸ
相当額に係る額

う ち Ｔ ｉ ｅ ｒ Ⅱ ＋１２６５０７６７６２９１

△２３１６５２０５２４８
マ ー ケ ッ ト ・ リ ス ク
相 当 額 に 係 る 額

△３，６８１４４，８２９４４，８８９４４，１４８リ ス ク ・ ア セ ッ ト 等

△３，６２４４１，６２８４１，６６３４０，９４６
信 用 リ ス ク ・

アセットの額

６，３１４

６，８７８

22年

3月末

６，０７８

６，２３４

21年

3月末

＋３３８６，８６１自 己 資 本 ※

う ち Ｔ ｉ ｅ ｒ Ⅰ ６，４５９

23年

3月末

＋１５２

23年

3月末比

ＢＩＳ自己資本比率(連結ベース) 自己資本およびリスク・アセット等の推移

（億円）

15

２．６％６，９１５億円１８２億円

アウトライヤー比率TierⅠ＋TierⅡ銀行勘定の金利リスク量

アウトライヤー比率（単体ベース）

24年3月末 BIS自己資本比率 17.49％（23年3月末比 ＋2.19ポイント）

TierⅠ比率（中核自己資本比率）16.06％（同 ＋1.66ポイント）

22年12月公表のバーゼルⅢテキスト基準により試算した結果、23年9月末基準の自己資本水準は、
規制を上回る水準を確保

※ 自己資本には、優先株、劣後債務等を含まない

自己資本比率

14.12%

15.32% 16.06%

14.40%

14.06%
13.76%

13.42%

15.30%

17.49%

14.70%

20年3月末 21年3月末 22年3月末 23年3月末 24年3月末

ＢＩＳ自己資本比率

ＴｉｅｒⅠ比率
(中核自己資本比率）

【22年12月公表のﾊﾞｰｾﾞﾙⅢﾃｷｽﾄ基準による試算
（23年9月末基準）】

・自己資本比率 ：16.0％（規制水準 10.5％）
・TierⅠ比率 ：15.9％（ 同 8.5％）
・ｺｱTierⅠ比率 ：15.8％（ 同 7.0％）



１５．００円（７．００円）１３．５０円１３．００円１３．００円一株当たり配当額（年間）

22年度 23年度 24年度予想21年度

（ ）は中間配当額

４０．６４％

２８．２０％

３２１

１３１

４０

９１

21年度

６７．６０％

２５．５４％

３４７

２３５

１４６

８９

23年度

６７．２２％

２４．８５％

３５４

２３８

１５０

８８

22年度

２，９１７（累計）当期純利益④

７７３（累計）年間配当額①

７７８（累計）自己株式取得額②

１，５５１（累計）株主還元額③＝①＋②

２６．４９％（平均）配当性向①/④×100

５３．１７％（平均）株主還元率③/④×100

14～23年度実績
（10年間）

（億円）

配当額の推移

株主への利益配分の状況

23年度の期末配当は、株主への利益還元を重視し、業績見通しなどを勘案した結果、1株当たり7円と

50銭の増配を実施予定（1株当たりの年間配当額 13円50銭）

24年度は、創立70周年記念配当として、期末配当を1株当たり1円増配し、年間配当額を15円00銭と
する予定

16

株主還元① ～株主配当



17

平成9年度以降、継続的に自己株式取得を実施し、24年3月末までに151百万株を取得

23年度は、20百万株の自己株式取得を実施し、24年5月に消却済み

成長戦略と自己株式取得により、EPS・BPSは着実に上昇、23年度は過去最高水準

過去の自己株式取得実績

株主還元② ～自己株式取得、EPS・BPSの推移

67.6（14,953）（20,000）14,57520,000平成23年度

40.64,6385,0003,9965,000平成21年度

113,938
（128,891）

15,957

－

10,130

－

－

－

23,381

－

8,267

23,281

9,143

9,142

9,997

消却金額(百万円)

120,404
（140,404）

20,000

－

10,000

－

－

－

30,000

－

8,234

24,954

8,357

6,633

7,226

消却株数(千株)

63.2137,677151,044
累計

67.214,98020,000平成22年度

70.8－－平成20年度

61.812,62110,000平成19年度

25.3－－平成18年度

22.5－－平成17年度

17.1－－平成16年度

50.88,56610,712平成15年度

229.423,10729,928平成14年度

165.48,2678,234平成13年度

152.023,28124,954平成12年度

51.49,1438,357平成11年度

86.79,1426,633平成10年度

90.39,9977,226平成9年度

株主還元率(％)取得金額(百万円)取得株式(千株)

－－

1,097.5552.44

1,016.3451.75

998.2146.01

903.3218.34

997.2049.89

1,077.8551.20

1,019.1544.24

875.9349.41

831.7637.20

721.3316.56

742.7310.26

792.1623.73

650.9534.14

627.6420.12

587.5620.39

ＢＰＳ（円）ＥＰＳ（円）

※（ ）は24年5月に実施した消却分を含めた数値を記載
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創立70周年に向けて

平成25年3月1日に創立70周年を迎えるにあたり、ステークホルダーの皆さまに感謝の意を込めて、
さまざまな記念事業を検討中
今後も地域社会からの期待や信頼に応え、地域経済の豊かな発展に貢献していく

創立70周年記念配当（平成25年3月期・期末配当）

・普通配当に加え、記念配当として1株当たり1円を増配し、年間配当を15円とする予定

１５．００円

（１．００円）

８．００円

（１．００円）

７．００円

（ － ）

平成２５年３月期配当予想

（うち創立７０周年記念配当）

期 末
(平成２５年３月末)

年 間
中 間 期 末

(平成２４年９月末)
基準日

〔1株当たり配当金〕

創立70周年に向けた取組み
・連結子会社に対する持分比率の引上げおよび完全子会社化

・しずぎんアジア留学生奨学金制度

・外国人留学生を対象とした採用制度

・本部棟建設の検討開始

～災害への対応力強化、ワークスタイル改革による生産性向上

この他、さまざまな取組みを順次展開していく



平成24年度の業績予想
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平成24年度業績予想

（億円）

２４年度予想２３年度実績
前年度比

【単 体】

＋５３

＋１７

＋４

△６

＋１３

△５

△１１

＋２２

△４５△４９臨時損益

６６６６７２実質業務純益

当期純利益

経常利益

業務純益

経費 （△）

業務粗利益

経常収益

８０６８１１

６４０６２３

４００３４７

６７２

１，４８３

１，７４８ １，７７０

６８５

１，４７２

＋１８３

＋２

＋１９

前年度比

２，０７０２，０５１経常収益

３７２

６８８

２３年度実績

６９０経常利益

当期純利益 ５５５

２４年度予想【連 結】

－

４０

５８

△１９

３９

２４年度予想

うち個別貸倒引当金繰入額

貸倒引当金戻入益（△）

不良債権処理額

一般貸倒引当金繰入額

７

（３１）

１０

（△３８）

３

２３年度実績
前年度比

＋３６与信関係費用

（＋１９）

－

（＋９）

＋４８

（億円）

（億円）

※（ ）は合算前の金額を記載



参考資料



小売業

建設業

宿泊業

卸売業

物品賃貸業

不動産業

貸金業・
投資業等

輸送用機械

500

1,500

2,500

3,500

4,500

0 0.4 0.8 1.2

【与信残高対予想損失率(※) 】

与

信

残

高

（億円）

（%）
※ 予 想 損 失 額 ( Ｅ Ｌ ) ÷ 与 信 残 高

△６５５．２２，４３５物品賃貸業

＋２１１９．２４，２８７卸 売 業 ※

＋４

△８３

△４４４

△６９

△３６

＋２５７

△２８８

前年度比

不 動 産 業

１００．０４６，４８９全 体

宿 泊 業

小 売 業

輸送用機械

貸 金 業 ･
投 資 業 等 ５．２２，４３０

６．５３，０１０

５．４２，５１３

１．８８３３

６．５３，０２１建 設 業

８．６４，０１１

残高 構成比

（実質破綻先以下は除く）（億円、％）

【与信残高(24年3月末)】

不動産業、建設業、物品賃貸業、貸金業･投資業等の事業性貸出金に占める割合はいずれも９％以下であり、
これら業種への与信集中はない

事業性貸出金の予想損失額(EL)は全業種合計で104億円（不動産業10億円、建設業9億円）

事業性貸出金の信用リスク量(UL)は全業種合計で395億円

事業性貸出金に占める特定業種の状況

20

貸出金① ～業種別貸出金の状況

※卸売業は総合商社を除く



２３１億円

１兆４，５１５億円

実行金額

５９，１３６件中小企業向け貸出

１，４１０件

貸出明細件数

住宅ローン

21

事業性貸出取引先数に占める
対象先の比率 5.1％

金融円滑化法による開示（21年12月～24年3月の累計実績）

１０５億円

４億円

１０２億円

一般貸倒引当金残高

４５億円７４９億円２，２７８億円２，１６９先中小企業向け貸出

１億円３２億円１２７億円７９４先住宅ローン

合 計 ４６億円

予想損失額（EL）

７８１億円

うち非保全額

２，４０６億円

対象先の貸出金残高

２，９６３先

対象先の貸出先数

対象先の予想損失額(ＥＬ)は
46億円と、一般貸倒引当金残高
105億円の範囲内

＜貸出条件変更の実行状況＞

この開示には､ 同一取引先の複数明細がカウント
されている
また、期限一括返済の貸出金の継続についても
継続の都度､貸出条件変更件数･金額に計上される

※１ 本表の中小企業にはアパートローン
を含む

対象先 ･･･債務者区分 要注意先以上
かつ､約定弁済を軽減した貸出条件変更
を実施した先

対象先の貸出金残高 2,406億円
総貸出金に占める比率 3.6%

うち非保全額 781億円
（ 同 1.2％）

※２ 住宅ローンの非保全額は､当行回収実績
をもとにした保全率により算出

貸出金② ～中小企業金融円滑化法による貸出条件変更先の状況

※1

※2

上記のうち、「約定弁済を軽減した貸出条件変更先」の状況



24年3月末の欧州向けエクスポージャーは合計249億円（うち債券66億円、貸出金150億円、その他
33億円）であり、国別では、フランス・ドイツ・イギリス・ベルギーの4カ国で大半を占める

債券（投資信託組入れ分を除く）、貸出金の対象先は、すべて「シングルA」以上の外部格付※を取得
※平成24年3月末時点 スタンダード＆プアーズ社による外部格付

欧州向けエクスポージャーの状況（最終リスクベース）

22

有価証券

１５１０１５０１５０００１フランス

３３

－

－

５

２７

１

その他

０

－

－

－

－

－

うち
金融機関

６２

０

０

３４

１

２７

うち
公的機関

６６

１

１

３４

２

２８

債券

３９－－ベルギー

２９－－イギリス

２９－－ドイツ

２４９１５０１５０合計

１－－その他

１－－イタリア

うち
金融機関

合計貸出金

(億円)

その他有価証券4,931億円
（＋731億円）

社債3,682億円（△1,759億円）

公社公団債
947（△248）

金融機関債等
2,470（△1,509）

政府保証債
265（△2）

投資信託
118（△153）

邦貨外国証券
25（＋0）

※（ ）内は23年3月末比

その他
83（△0）

・本表の金額には、日系企業向け貸出金残高 168億円を含まない
・「その他」：レポ取引、預け金、デリバティブ取引の合計

〔換算レート〕
・ユーロ／109.69円 ・USドル／82.19円 ・英国ポンド／131.34円
・スイスフラン／91.02円

うちモーゲージ債の内訳

23年3月末比（簿価）

＋３９８

（評価損益）

＋１６０３，９４７ジニーメイ

社債・その他有価証券の内訳

外貨外国証券
4,705（＋884）

【連 結】

（億円）



23年度経費 811億円（前年度比＋1億円）、 OHR（単体）54.7％（前年度比＋1.2ポイント）

経 費

23

経費およびＯＨＲの推移 投資額の推移

309 328 329

440 438 441

414445

54.7%
53.5%

52.2%

21年度 22年度 23年度

税金
物件費
人件費
ＯＨＲ △３０１０４１６０うち建物

△４４６６１１０１０９投資額

△１９２７４７２７うちソフトウエア

うち動産 △３１４１７１５

22年度 前年度比23年度21年度
（億円）

※臨時雇、派遣社員等を含む

（億円）

（人）

810 811

△２６

＋１３

＋１０

△３９

＋２

＋１０

△２２７

△３１４

＋２３５

＋２６５

増減

うち行員 ５９２８６

１，０００１，３１４営業店バック・アシスト

うち行員 ２，２４６２，０１１

３，０４６２，７８１営業店フロント

うち行員 ５６０５５８

８９０８８０本部・融資業務ｾﾝﾀｰ･その他

２，００３１，９９０グループ会社等 計 （B）

４，９３６４，９７５銀行全体 （A）

６，９３９

２，８６５

24年
3月末

２，８５５うち行員

６，９６５

23年
3月末

グループ総人員 （A＋B）

794 〔ご参考〕人員の推移
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自己資本の十分性を確保するため、ストレス事象を予め想定しリスク資本を配賦している

ストレス事象を控除した場合のリスク資本配賦額に対する使用率は7７.６％

資本配賦額 使用額配賦原資

・中核的な自己資本＝普通株式＋内部留保－社外流出額－無形固定資産－前払年金費用等
・リスク資本使用額＝〈貸出金〉 │VaR│＋不良債権処理額

〈投資有価証券〉│VaR│
〈その他〉 │VaR│

・バッファー資本は、東海地震等非常時や計量化できないリスク等への備え

中核的な自己資本
６，１２０億円

(23年12月末基準)

（億円） 使用率

リスク資本配賦

―

―

４６．４％

１００．０％

５２．７％

３６．５％

ｄ÷ａ
ストレス事象

控除後

ｄ÷ｃ
ｄ

１００．０％２４２

―

―

７７．６％

８２．１％

６９．４％

１，５６５

―

―

５８９

７３４

市場リスク
１，９６２

信用リスク
１，１１８

１，０５７９５５２，０１２市場リスク

―

―

２，０１７

２４２

７１８

ｃ (ａ－ｂ)

―

―

１，３５５

―

４００

ストレス事象を
考慮した配賦額

ｂ

＜a の内訳＞

６，１２０

２，７４８

３，３７２

２４２

１，１１８

ａ

小計

ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾅﾙﾘｽｸ

信用リスク

合計

バッファー資本

リスク資本配賦において、ストレス事象の発生や
有価証券投資のピーク残髙を織り込んでいる



静岡銀行

【中間持株会社】
静銀経営コンサルティング㈱

静岡コンピューターサービス㈱

静銀信用保証㈱

静岡キャピタル㈱

静銀ディーシーカード㈱

静銀ティーエム証券㈱

静銀モーゲージサービス㈱

静銀総合サービス㈱

欧州静岡銀行

静銀ビジネスクリエイト㈱

静銀リース㈱
〈
金
融
関
連
業
務
を
営
む
連
結
子
会
社
〉

【【持分比率持分比率】】

<<実施前実施前>> <<実施後実施後>>

46.2546.25％％ →→ 100.00100.00％％

グループ会社の状況①
中間持株会社である静銀経営コンサルティングの完全子会社化、連結子会社の持分比率引上げにより、
銀行本体との経営の一体化を進め、グループ経営のさらなるガバナンス強化を図る

持分比率引上げ前

【持分法適用会社】
静銀セゾンカードﾞ㈱

静岡銀行

静銀経営コンサルティング㈱

静岡コンピューターサービス㈱

静銀信用保証㈱

静岡キャピタル㈱

静銀ディーシーカード㈱

静銀ティーエム証券㈱

静銀モーゲージサービス㈱

静銀総合サービス㈱

欧州静岡銀行

静銀ビジネスクリエイト㈱

静銀リース㈱

完全子会社化完全子会社化

持
株
比
率
引
上
げ

持
株
比
率
引
上
げ

25

【持分法適用会社】
静銀セゾンカードﾞ㈱

持分比率引上げ後
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グループ会社（連結子会社11社）は、
経常収益474億円（前年同期比＋14億円）、経常利益51億円（同 横ばいで推移）を計上

１１

４７４

４５

１４

３０

６

４５

５

１９

１６

５０

２４１

３

経常収益

＋１

＋１４

△２

＋５

△２

＋１

＋８

△３

△１

＋３

＋３

＋１

＋１

前年同期比

０

５１

０

０

０

０

１６

２

６

１２

２

１３

０

経常利益
前年同期比

＋０為替送信･代金取立等の集中処理業務等静銀ﾋﾞｼﾞﾈｽｸﾘｴｲﾄ㈱

＋１経営ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ業務静銀経営ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ㈱

△６ﾘｰｽ業務静銀ﾘｰｽ㈱

△１ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰ関連業務、計算受託業務静岡ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰｻｰﾋﾞｽ㈱

＋４信用保証業務静銀信用保証㈱

△０ｸﾚｼﾞｯﾄｶｰﾄﾞ業務、信用保証業務静銀ﾃﾞｨｰｼｰｶｰﾄﾞ㈱

△３株式公開支援業務、中小企業再生支援業務静岡ｷｬﾋﾟﾀﾙ㈱

＋６金融商品取引業務静銀ﾃｨｰｴﾑ証券㈱

△１銀行業務・金融商品取引業務欧州静岡銀行

△０労働者派遣業務等静銀総合ｻｰﾋﾞｽ㈱

△０銀行担保不動産の評価･調査業務等静銀ﾓｰｹﾞｰｼﾞｻｰﾋﾞｽ㈱

＋０合 計 （11社）

ｸﾚｼﾞｯﾄｶｰﾄﾞ業務、信用保証業務

主要業務内容

＋３静銀ｾｿﾞﾝｶｰﾄﾞ㈱ ※

会社名

※持分法適用関連会社、平成19年4月開業

(億円)

グループ会社の状況②
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〈経済規模〉静岡県経済は「3％、10位の経済圏」と称せられ、多くの経済指標が全国シェアで3％、都道府県別で10位前後
に集中しており、全国的にも高水準の経済力である

注）製造品出荷額・工場立地件数は暦年ベース、それ以外は年度ベース （※）速報値

１位

１，７９１

１２４

３位

３，３６７，５６６

１９４，１０３

１０位

５，２５２，６３１

１７０，４４３

平成１９年度

４１（※）４４１４４工場立地件数（静岡県）

７８６（※）８６７１，６３０〃 （全 国）

－２位３位県内製造品出荷額の順位

４位（※）

－

－

－

４，７５７，５７８(※)

１５４，１７６(※)

平成２２年度

２，６５２，５９０３，３５５，７８８国内製造品出荷額

１０位１０位県内総生産の順位

１５０，５１０１９１，７７７県内製造品出荷額

５位１位〃 （順 位）

４，７４０，４０２５，０５０，１６３国内総生産（名目）

１５１，４０５１６４，５２７県内総生産（名目）

平成２１年度平成２０年度

０．７３倍

０．７０倍

２４年１月

０．７５倍

０．７６倍

２４年２月

０．６３倍

０．５６倍

２３年６月

０．６５倍

０．６０倍

２３年７月

０．６６倍

０．６２倍

２３年８月

０．６７倍

０．６４倍

２３年９月

０．６８倍

０．６５倍

２３年１０月

０．６９倍

０．６６倍

２３年１１月

０．７１倍

０．６８倍

２３年１２月

０．７６倍全 国

０．７９倍静岡県

２４年３月

〈有効求人倍率（季節調整済）〉21年2月以降、全国平均を下回る状況が続いたが、24年2月以降は全国平均を上回っている

（億円）

静岡県経済の状況



業績予想

本資料には、将来の業績に関わる記述が含まれています。こうした記述は、将来の業績

を保証するものではなく、リスクや不確実性を内包するものです。

将来の業績は、経営環境の変化などにより、目標対比異なる可能性があることにご留意

ください。


